
第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社は第52期より連結財務諸表を作成しております。 

３．第52期及び第53期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株引受権付社債を発行しておりま

すが、当社株式は非上場・非登録でありますので記載しておりません。 

４．第52期及び第53期の株価収益率については、当社株式は非上場・非登録でありますので記載しておりませ

ん。 

５．当社は第52期及び第53期については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、新日本監査法人の監査を受

けております。 

６．第53期より、役員退任慰労金規程を新設したことに伴い、役員の退職慰労金の支出に備えるため、第53期末

における役員退任慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しております。 

７．平成14年12月１日付けにて連結対象である「㈱神田淡路町ビル」を合併いたしましたので、第54期より連結

財務諸表は作成しておりません。 

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期 

決算年月 平成12年11月 平成13年11月 平成14年11月 平成15年11月 平成16年11月 

売上高（千円） － 7,955,930 6,181,630 － － 

経常利益（千円） － 364,139 365,819 － － 

当期純利益（千円） － 181,504 227,756 － － 

純資産額（千円） － 1,338,384 1,591,262 － － 

総資産額（千円） － 16,428,697 17,402,599 － － 

１株当たり純資産額（円） － 1,338.38 1,552.45 － － 

１株当たり当期純利益（円） － 181.50 226.65 － － 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） － 8.1 9.1 － － 

自己資本利益率（％） － 14.5 15.5 － － 

株価収益率（倍） － － － － － 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ 2,271,571 △3,272,045 － － 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ △5,256,061 1,074,966 － － 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ 3,327,278 2,451,775 － － 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
－ 1,493,520 1,748,217 － － 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 

－ 

(－) 

35 

(93) 

39 

(1) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 
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８．当社は、平成15年６月29日付（発行済普通株式1,029,000株につき、50株を１株）で株式併合を、また平成

16年７月20日付（発行済普通株式30,080株につき、１株を２株）及び平成16年11月19日付（発行済普通株式

67,160株につき、１株を５株）で株式分割を行っております。そこで、当該株式併合及び株式分割に伴う影響

を加味し、遡及修正を行った場合の１株当たり指標の推移を参考までに掲げると以下のとおりになります。 

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期 

決算年月 平成12年11月 平成13年11月 平成14年11月 平成15年11月 平成16年11月 

１株当たり純資産額（円） － 6,691.92 7,762.26 － － 

１株当たり当期純利益（円） － 907.52 1,133.29 － － 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － － 
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(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第54期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株引受権付社債を発行しておりますが、

当社株式は非上場・非登録でありますので記載しておりません。 

３．第54期までの株価収益率については、当社株式は非上場・非登録でありますので記載しておりません。 

４．当社は第52期以降については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、新日本監査法人の監査を受けてお

りますが、第51期については、監査を受けておりません。 

５．第52期において従業員数が減少した要因は、ビル管理部を東誠コミュニティ株式会社に分割譲渡したことに

よるものであります。 

６．第52期より、開発分譲事業及び不動産流動化事業に要した借入資金に対する支払利息を期間損益処理に変更

し、貸倒引当金・賞与引当金を計上し、退職給付会計・金融商品会計・税効果会計を導入しております。ま

た、第53期より、役員退職慰労引当金を計上しております。 

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期 

決算年月 平成12年11月 平成13年11月 平成14年11月 平成15年11月 平成16年11月 

売上高（千円） 7,171,562 7,879,193 6,114,309 9,455,618 14,514,122 

経常利益（千円） 552,875 345,175 339,530 870,980 1,515,178 

当期純利益（千円） 216,925 174,607 210,488 441,580 793,109 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 50,000 50,000 68,750 72,150 1,927,600 

発行済株式総数（株） 1,000,000 1,000,000 1,025,000 20,580 335,800 

純資産額（千円） 1,172,520 1,336,175 1,571,785 2,046,343 6,658,824 

総資産額（千円） 8,971,636 14,823,312 15,572,161 19,143,479 29,438,787 

１株当たり純資産額（円） 1,172.52 1,336.18 1,533.45 99,433.59 19,829.73 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配当

額）（円） 

－ 

  

(－) 

5.00 

  

(－) 

旧株  5.00 

新株  1.25 

(－) 

1,000 

  

(－) 

120 

  

(－) 

１株当たり当期純利益（円） 216.93 174.61 209.47 21,494.08 2,833.01 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － 2,577.65 

自己資本比率（％） 13.1 9.0 10.1 10.7 22.6 

自己資本利益率（％） 20.4 13.9 14.5 24.4 18.2 

株価収益率（倍） － － － － 23.01 

配当性向（％） － 2.9 2.4 4.7 4.2 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － － △12,826 △5,374,602 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － － △184,563 △1,959,887 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － － 540,495 7,843,796 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
－ － － 2,091,322 2,600,629 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 

53 

(78) 

34 

(93) 

39 

(1) 

39 

(－) 

44 

(－) 
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７．平成15年６月29日付で普通株式50株を１株とする株式併合を行っております。 

なお、第54期の１株当たり当期純利益は、株式併合が期首に行われたものとして計算しております。 

８．平成16年７月20日付で普通株式１株を２株、平成16年11月19日付で普通株式１株を５株へ株式分割を行って

おります。 

 なお、第54期の１株当たり当期純利益は、株式併合が期首に行われたものとして計算しております。 

９．第55期の１株当たり配当額には、上場記念配当金20円を含んでおります。 

10．当社は、平成15年６月29日付（発行済普通株式1,029,000株につき、50株を１株）で株式併合を、また平成

16年７月20日付（発行済普通株式30,080株につき、１株を２株）及び平成16年11月19日付（発行済普通株式

67,160株につき、１株を５株）で株式分割を行っております。そこで、当該株式併合及び株式分割に伴う影響

を加味し、遡及修正を行った場合の１株当たり指標の推移を参考までに掲げると以下のとおりになります。な

お、第51期の数値（１株当たり配当額についてはすべての数値）については新日本監査法人の監査を受けてお

りません。 

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期 

決算年月 平成12年11月 平成13年11月 平成14年11月 平成15年11月 平成16年11月 

１株当たり純資産額（円） 5,862.60 6,680.88 7,667.24 9,943.36 19,829.73 

１株当たり配当額（円） － 25.00 
旧株 25.00 

新株 6.25 
100.00 120.00 

１株当たり当期純利益（円） 1,084.63 873.04 1,047.36 2,149.41 2,833.01 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益（円） 
－ － － － 2,577.65 
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２【沿革】 

 （注）１．建設業法に基づく特定建設業東京都知事免許（特‐９）107905号を平成９年12月に取得し、また、平成13年

４月には、一級建築士事務所東京都知事登録（第46219号）を行っております。 

２．不動産投資顧問業登録規程（平成12年９月１日施行）に基づく、一般不動産投資顧問業登録（一般-

000127）をしております。 

３．平成16年12月に日本証券業協会へ店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場しております。

年月 事項 

昭和25年２月 飲食業を目的とするユーカリ興業株式会社設立（本社：大分県大分市大字大分514番地、資本

金：500千円） 

昭和27年４月 本社を東京都江東区亀戸に移転 

昭和39年６月 事業目的を変更し、不動産の売買、仲介、賃貸、管理業を開始 

昭和43年５月 本社を東京都千代田区外神田に移転 

昭和44年７月 商号変更：株式会社ユーカリ 

昭和58年３月 商号変更：東誠ビルディング株式会社 

平成６年10月 「ＴＨＥパームス」シリーズの分譲マンション販売を開始 

平成７年９月 株式会社神田淡路町ビル（連結子会社、本社：東京都千代田区、資本金：15,000千円）を設立 

平成８年３月 商号変更：東誠不動産株式会社 

平成８年12月 本社を東京都千代田区神田淡路町に移転 

平成９年12月 ビル管理業に付帯する改修、原状回復等の工事請負を開始（注）１ 

平成11年７月 「パームスコート」シリーズの戸建分譲住宅販売を開始 

平成13年２月 アセットマネジメント事業を開始（注）２ 

平成13年３月 ＬＢＯ（レバレッジド・バイアウト）方式により、株式会社紺政商店、日本興業住宅株式会社、

日高鋼業株式会社の３社を吸収合併 

平成13年11月 ビル管理を行うビル管理部を東誠コミュニティ株式会社に分割譲渡 

平成13年12月 不動産証券化ビジネスへの本格参入を目指し、証券化事業部を新設 

平成14年８月 当社組成による不動産投資ファンドの第１号として、賃貸マンションを信託受益権化した私募フ

ァンド「アルゴ・ファンド」を立ち上げ 

平成14年12月 子会社の株式会社神田淡路町ビルを吸収合併 

平成16年２月 日本証券業協会に店頭売買有価証券として新規登録 
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３【事業の内容】 

 当社は、『不動産流動化』『住環境創造』『ビジネス環境支援』という３つの事業ドメインを持ち、主に東京都区部

に在る不動産を所有者・利用者のニーズに合う不動産に再生する『都市再生』事業を行っております。   

 投資家向けに再生プランを施した不動産及び新築の不動産を供給するトレーディングビジネスと、当社オリジナル不

動産ファンドの組成・運営、ファンド組成・運営ノウハウの提供及び投資家への物件紹介等を行うフィービジネスから

なる「不動産流動化事業」、エンドユーザーに付加価値の高い都市型マンション・戸建住宅を一貫体制で供給する「開

発分譲事業」、利用者の利便性・機能性を 優先したオフィス・住居を賃貸する「賃貸事業」の３事業を、経験と専門

知識を活かした「再生プラン」を利用し、各事業のシナジー効果の発揮できる事業を展開しております。 

 当社では通常売買による仕入の他、競売やＭ＆Ａ(*1)、等価交換など多彩な方法で物件を取得し、これまでに培った

『再生ノウハウ』（スクラップ＆ビルド(*2)、バリューアップ(*3)）を活かして不動産の新築・再生（施工は建設業者

に外注）を行います。 

 また、当社はオフィス系、住居系のいずれにも対応するノウハウを持ち、各々の物件特性・ニーズに応じた新築・再

生を行うと同時に、当該物件を「販売する」「賃貸する」「ファンドに組み込む」など多様な出口戦略も有する「不動

産価値再生のポートフォリオマネージャー」(*4)であります。 

 当社の事業系統図は以下のとおりであります。 

 

(1）不動産流動化事業 

 投資、資産運用を目的とした法人、不動産ファンド、個人に開発不動産、再生不動産を販売する「トレーディング

売上」と、当社オリジナル不動産ファンドの組成・運営、コンサルティング、物件仲介から得る「フィー売上」によ

り構成されております。 

① トレーディング売上 

 資産価値が劣化した物件や遊休土地を取得し、エリア特性やニーズに合わせた不動産「再生プラン」を検討、実

施した後に投資家向けに売却しております。 

 「再生プラン」には、物件そのものに関わる「ハードの再生」と、物件の収益性、オーナーやユーザーの満足を

高める「ソフトの再生」があり、様々な角度からの検討結果を基にコストパフォーマンスを意識した「再生プラ

ン」を実施します。当社が行う再生は、その不動産を所有する人の“満足”やそこで働く人々の“誇り”を提供す

ることも重視しており、単なるリニューアルに終わらせず、総合的な不動産の“バリューアップ”の実現に努めて

おります。 

 当社のハード再生プランの特徴は、オフィス系、住居系いずれのマーケットにも通じていること、新築・改築両

面からの検討を行えるノウハウを有していること、賃貸・購入の両ニーズを把握していることであると認識してお

り、これらを活用し、 適なプランの採用に努めております。加えて、単にハードの再生にとどまらず、昨今社会

問題化している建物の耐震性や「消防法」上の問題、セキュリティ対策などについても、ソリューションを提供し

ております。 

 ソフト面での再生では、空室のリーシングはもとより、賃料滞納の解消および滞納者に対する退室折衝、建物保

守管理業者の選定、指導など総合的なマネジメントを実践し、不動産パフォーマンスの 大化を図っております。

 

再 生 ノ ウ ハ ウ

バリュー・アップ

・リニューアル 
・コンバージョン
・デザイン性追求

・リースアップ 
・滞納対策 

・マネジメント 
・権利調整 

・信託受益権化 

ハードの再生

土 

地 

（ 

借 

地 

権 

・
底 

地 

権 

）
・ 

建 

物

購入(仕入)

売買取引 

競売入札 

Ｍ＆Ａ 

等価交換 

東 

誠 

不 

動 

産 
株 

式 

会 

社

開
発
分
譲
事
業

賃
貸
事
業

不
動
産
流
動
化
事
業 

エ 

ン 

ド 

ユ 

ー 

ザ 

ー

一般消費者

事業法人

投 

資 

家

法 人 

ファンド

個 人 
・
・
・

スクラップ＆ビルド

ソフトの再生

オリジナルファンド

事 業 法 人

Ｒ Ｅ Ｉ Ｔ
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また、借地権付建物など複雑な権利関係を調整することも当社が提供するソリューションの一つであります。 

② フィー売上 

 当社が組成するオリジナル不動産ファンドへの出資を投資家より募り、ファンドのインカムゲイン、キャピタル

ゲインを投資家に配当し、当社はそのフィーを得る事業を行っております。また、ファンド組成・運営ノウハウを

提供するコンサルティング業務及び投資家に直に物件紹介を行いフィーを得る事業も行っております。 

(2）開発分譲事業 

 「再生プラン」のうちのスクラップ＆ビルドによりマンション、戸建住宅を新築し、「住む」ことを目的とするエ

ンドユーザーに分譲する事業であり、平成16年11月30日までに25棟のマンション、37棟の戸建住宅を分譲しておりま

す。 

① マンション 

 ファミリータイプ（主に３LDK）、DINKS（*5）・単身者向けタイプ（主に１LDK～２LDK）を当社ブランド『THE

パームス』シリーズ・マンションとして分譲しております。 

 当社では、近年の購入者のニーズが利便性を 優先していることに着目し、事業用地の選定を東京都区部に限定

するとともに、ホテルライクな快適性を備えた商品開発に努めております。ホテルロビー形式のフロント機能に加

えて、インターネットに直結した専用端末を各戸に標準装備し、24時間対応のオンライン医療相談などのライフサ

ービス機能を充実させる一方で、都会での生活に“癒しの空間”を提供すべく、「木・水・石」という自然の素材

を随所に取り込んだ商品を開発しております。また、企画、設計、工事管理からアフターサービスに至る一連の品

質管理システム（「パームス・クオリティ・チェック(PQC)システム」が品質管理システムの国際規格である

ISO9001を取得）を導入しエンドユーザーが安心して購入・居住できる商品を提供しております。 

② 戸建住宅 

 当社では、東京都区部特有の狭小土地を建物プランに適合させた地積に再区分するなど、 大限の事業用地の有

効活用を図り、戸建住宅としての独立性を確保しながらも、マンションに近い価格帯でエンドユーザーに提供する

都市型戸建住宅『パームスコート』シリーズを分譲しております。 

(3）賃貸事業 

 東京都区部を中心に、平成16年11月30日現在、オフィスビル・マンション等計32棟を所有し、オフィス・住居・店

舗・駐車場としてエンドユーザーに賃貸しております。   

 当社自ら貸主となることでテナントのニーズを迅速かつ正確に収集することができ、また外注の保守管理業者を当

社のアセットソリューション事業部が直接コントロールしているため、テナントからのクレームをダイレクトに把握

できます。 

 さらに、当該ニーズの把握やクレームへの対応が、当社の「再生プラン」の一層の充実に結びついております。 

*1 Ｍ＆Ａ 

 物件を取得する際に、物件を所有する会社そのものを買収し、吸収合併することにより物件を取得すること。 

*2 スクラップ＆ビルド 

 既存建物の再利用と建替えのコストパフォーマンスを比較検討し新築すること。 

*3 バリューアップ 

 既存建物を利用するが、ハード、ソフト両面の「再生プラン」を施し、物件の価値を高めること。 

 ハードの再生では、 

・リニューアル ：建物の躯体以外の全面改装（内外装、設備）や耐震性、セキュリティ、通信インフラ整備、

「消防法」対策など、補強・機能強化を図る 

・コンバージョン：オフィスビルをマンションに変更する他、校舎を事務所に、居住用部分をオフィスに、管理

人室を貸室にするなどにより物件の収益性を高める 

・イメージアップ：地域、街並を意識し、建物のデザインやイメージの改善を図る 
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 ソフトの再生では、 

・リースアップ ：周辺賃料相場や競合物件を定期的に調査し、空室の早期解消を果たす 

・滞納対策   ：当社作成の「対策マニュアル」に則り、テナントとの話し合いにより、無理の無い滞納解消

案を提案し、ケースによっては法的な対応による解消も行う 

・マネジメント ：個人オーナーなど経営管理が行き届かない所有者とサブリース契約を結び、オーナー業務 

の代行を行う 

・権利調整   ：借地権付建物の場合では、地主との折衝により、建替え承諾（再建築を可能にする）、担保

設定承諾（物件購入者が住宅ローンを利用できる）などを取得する 

*4 不動産価値再生のポートフォリオマネージャー 

 物件特性（エリア、規模、用途制限など）、収益力、将来性などを的確に把握し、定量的な期待収益、定性的な

満足度を 大限に引き上げることを目的に、新築か改築か、オフィスかレジデンシャルか、自用か賃貸か、保有か

売却かなどの投資手法を様々な視点で企画、提案ができる能力をもつ集団のこと 

*5 DINKS 

 共働きで子供のいない夫婦のこと 
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４【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であり、使用人兼務取締役は含まれておりません。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定の事業部門に区分できない管理部門に所属している

従業員の人数であります。 

 （注）１．従業員数は、就業人員であり、使用人兼務取締役は含まれておりません。 

２．平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

(2）労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は安定しております。 

  平成16年11月30日現在

事業部門別 従業員数（人） 

不動産流動化事業、開発分譲事業、賃貸事業 27 

全社（共通） 17 

合計 44 

  平成16年11月30日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

44 36.9 3.4 6,233 
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